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(百万円未満切捨て)

１．2023年２月期第２四半期の業績（2022年２月21日～2022年８月20日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年２月期第２四半期 15,557 ― 758 ― 793 ― 528 ―

2022年２月期第２四半期 15,769 △7.1 635 △40.7 668 △39.5 340 △53.4
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年２月期第２四半期 98.04 ―

2022年２月期第２四半期 63.21 ―
　

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首から適
用しており、2023年２月期第２四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、
対前年同四半期増減率は記載しておりません。

　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年２月期第２四半期 18,645 10,701 57.4

2022年２月期 18,436 10,297 55.9

(参考) 自己資本 2023年２月期第２四半期 10,701百万円 2022年２月期 10,297百万円
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年２月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00

2023年２月期 ― 0.00

2023年２月期(予想) ― 20.00 20.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
　

　

３．2023年２月期の業績予想（2022年２月21日～2023年２月20日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 30,000 ― 600 ― 650 ― 400 ― 74.26
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無
　

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首から適用して
おり、上記の業績予想は当該会計基準等を適用した後の数値となっております。このため、対前期増減率については
記載しておりません。
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※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　

(注)詳細は、添付資料Ｐ.９「２．四半期財務諸表及び主な注記（４）四半期連務諸表に関する注記事項（会計方針
の変更）」をご覧ください。

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年２月期２Ｑ 5,586,150株 2022年２月期 5,586,150株

② 期末自己株式数 2023年２月期２Ｑ 200,192株 2022年２月期 200,192株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年２月期２Ｑ 5,385,958株 2022年２月期２Ｑ 5,385,958株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）業績予想などの将来
予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による制限が緩和され、社会経済活動正

常化に向けた動きがみられました。しかしながら、足元では感染症第７波が大流行したほか、見通しの立たないウク

ライナ情勢や急激な円安を背景に原材料及びエネルギー価格が上昇を続けており、先行きは不透明な状態が続いてお

ります。

　ホームセンター業界におきましては、新型コロナウイルス感染拡大に関連した「巣ごもり需要」が落ち着きを見せ

る一方で、円安・資源高を背景とした商品仕入価格の高騰や、販売費及び一般管理費の上昇等もあり、厳しい状況で

推移しております。

このような状況のもと、当社は、昨年に引き続き＜「全員参加」～皆で地域密着型の安心・安全なインフラ店舗

をつくろう～＞を当事業年度のテーマに掲げ、コロナ禍を乗り越える為、また激しく変化する社会に対応し、お客様

にとって無くてはならない安心・安全な店舗をつくる為、全員一丸となって取り組んでまいりました。

以上の結果、当第２四半期累計期間の営業収益は155億５千７百万円となりました。営業利益は７億５千８百万円、

経常利益は７億９千３百万円、四半期純利益は５億２千８百万円となりました。コロナ禍の「巣ごもり需要」の反動

や資源高を背景とした店舗運営コストの上昇等があり、厳しい状況ではありましたが、売上総利益率の改善や、経費

削減に努めた結果、想定を上回る水準で推移いたしました。

なお、第１四半期会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」等を適用しており、前年同期との比較はして

おりませんが、当期の実績値と前期の実績値を単純比較した場合の増減率は、営業収益は前年同期比1.3％減、営業

利益は前年同期比19.3％増、経常利益は前年同期比18.7％増、四半期純利益は前年同期比55.1％増となります。

（２）財政状態に関する説明

①財政状態

(資産)

流動資産は、前事業年度末と比べ４億４千１百万円増加し、89億５百万円となりました。これは主に、現金及び預

金が１億１千６百万円減少しましたが、棚卸資産が４億２千１百万円、売掛金が１億３千７百万円それぞれ増加した

こと等によります。

固定資産は、前事業年度末と比べ２億３千２百万円減少し、97億４千万円となりました。これは主に、有形固定資

産が１億１千３百万円、差入保証金が１億２百万円それぞれ減少したこと等によります。

この結果、資産合計は、前事業年度末と比べて２億８百万円増加し、186億４千５百万円となりました。

(負債)

流動負債は、前事業年度末と比べ２億円減少し、71億７千３百万円となりました。これは主に、買掛金が１億２千

２百万円、未払法人税等が１億９千７百万円それぞれ増加しましたが、短期借入金が３億円、その他(未払金)が３億

７千１百万円それぞれ減少したこと等によります。

固定負債は、前事業年度末と比べ５百万円増加し、７億７千万円となりました。これは主に、資産除去債務が３百

万円増加したこと等によります。

この結果、負債合計は、前事業年度末と比べ１億９千４百万円減少し、79億４千４百万円となりました。

(純資産)

純資産合計は、前事業年度末と比べ４億３百万円増加し、107億１百万円となりました。これは主に、利益剰余金

が３億９千７百万円増加したこと等によります。
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②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末と比べ１億１千６

百万円減少し９億９千６百万円となりました。当第２四半期累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果獲得した資金は、４億４千２百万円（前年同四半期は、３億８千８百万円の使用）となりました。

これは主に、棚卸資産の増加額が４億２千１百万円ありましたが、税引前四半期純利益が７億７千７百万円、減価償

却費が１億８千１百万円あったこと等によります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、１億１千２百万円（前年同四半期は、５億９千５百万円の使用）となりました。

これは主に、差入保証金の回収による収入が１億９百万円ありましたが、有形固定資産の取得による支出が２億２千

万円あったこと等によります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、４億４千６百万円（前年同四半期は、１億４千５百万円の使用）となりました。

これは主に、短期借入金の純減額が３億円、配当金の支払額が１億７百万円あったこと等によります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

当事業年度の業績予想につきましては、９月28日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2022年２月20日)

当第２四半期会計期間
(2022年８月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,112,657 996,213

売掛金 787,767 924,817

棚卸資産 6,170,173 6,592,129

その他 392,847 392,034

流動資産合計 8,463,446 8,905,196

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,500,669 2,449,905

土地 1,923,243 1,923,243

その他（純額） 789,128 726,097

有形固定資産合計 5,213,041 5,099,247

無形固定資産 191,062 178,549

投資その他の資産

差入保証金 3,463,251 3,361,223

その他 1,109,775 1,101,505

貸倒引当金 △3,747 ―

投資その他の資産合計 4,569,280 4,462,728

固定資産合計 9,973,384 9,740,525

資産合計 18,436,830 18,645,721

負債の部

流動負債

買掛金 4,947,959 5,070,374

短期借入金 800,000 500,000

1年内返済予定の長期借入金 38,862 ―

未払法人税等 96,088 293,555

賞与引当金 75,340 82,367

ポイント引当金 180,809 ―

契約負債 ― 206,528

解約損失引当金 123,017 112,985

資産除去債務 4,860 4,860

その他 1,107,229 903,067

流動負債合計 7,374,165 7,173,738

固定負債

役員退職慰労引当金 53,453 53,453

資産除去債務 358,825 362,126

その他 352,611 355,290

固定負債合計 764,889 770,870

負債合計 8,139,054 7,944,608
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(単位：千円)

前事業年度
(2022年２月20日)

当第２四半期会計期間
(2022年８月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,921,525 2,921,525

資本剰余金 3,558,349 3,558,349

利益剰余金 3,862,802 4,260,021

自己株式 △205,931 △205,931

株主資本合計 10,136,746 10,533,965

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 161,029 167,148

評価・換算差額等合計 161,029 167,148

純資産合計 10,297,775 10,701,113

負債純資産合計 18,436,830 18,645,721
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（２）四半期損益計算書

第２四半期累計期間

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2021年２月21日
　至 2021年８月20日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年２月21日
　至 2022年８月20日)

売上高 15,456,125 15,244,763

売上原価 10,831,480 10,604,842

売上総利益 4,624,644 4,639,921

営業収入

不動産賃貸収入 312,949 312,304

営業総利益 4,937,594 4,952,226

販売費及び一般管理費 4,302,066 4,194,099

営業利益 635,528 758,127

営業外収益

受取利息 8,682 8,326

受取配当金 6,076 6,627

受取手数料 6,313 5,989

受取保険金 7,605 2,487

その他 12,203 14,684

営業外収益合計 40,881 38,114

営業外費用

支払利息 1,227 2,130

固定資産除却損 2,918 234

その他 4,122 624

営業外費用合計 8,268 2,990

経常利益 668,141 793,251

特別損失

減損損失 30,046 15,582

解約損失引当金繰入額 123,017 ―

特別損失合計 153,063 15,582

税引前四半期純利益 515,077 777,668

法人税、住民税及び事業税 186,930 240,015

法人税等調整額 △12,279 9,591

法人税等合計 174,650 249,606

四半期純利益 340,427 528,061
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2021年２月21日
　至 2021年８月20日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年２月21日
　至 2022年８月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 515,077 777,668

減価償却費 193,819 181,415

減損損失 30,046 15,582

貸倒引当金の増減額（△は減少） △327 △3,747

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,261 7,027

契約負債の増減額（△は減少） ― △7,527

ポイント引当金の増減額（△は減少） 5,131 ―

解約損失引当金の増減額（△は減少） 123,017 △10,031

受取利息及び受取配当金 △14,758 △14,953

支払利息 1,227 2,130

固定資産除却損 2,918 234

受取保険金 △7,605 △2,487

売上債権の増減額（△は増加） △92,832 △137,049

棚卸資産の増減額（△は増加） △557,711 △421,956

仕入債務の増減額（△は減少） △149,003 122,414

未払消費税等の増減額（△は減少） △76,783 117,070

その他 △179,081 △144,501

小計 △204,605 481,289

利息及び配当金の受取額 7,228 7,318

利息の支払額 △1,227 △2,130

保険金の受取額 7,605 2,487

法人税等の支払額 △197,416 △46,531

営業活動によるキャッシュ・フロー △388,414 442,433

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △639,675 △220,852

無形固定資産の取得による支出 △20,316 △388

有形固定資産の売却による収入 111 612

投資有価証券の取得による支出 △47,392 △2,334

投資有価証券の売却による収入 3,945 ―

貸付金の回収による収入 990 990

差入保証金の回収による収入 110,309 109,663

差入保証金の差入による支出 △2,062 ―

預り保証金の返還による支出 △1,200 ―

その他 7 26

投資活動によるキャッシュ・フロー △595,283 △112,282

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 200,000 △300,000

長期借入金の返済による支出 △130,004 △38,862

配当金の支払額 △215,461 △107,732

財務活動によるキャッシュ・フロー △145,465 △446,594

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,129,162 △116,443

現金及び現金同等物の期首残高 1,882,292 1,112,657

現金及び現金同等物の四半期末残高 753,129 996,213
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　前第２四半期累計期間（自 2021年２月21日 至 2021年８月20日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月13日
定時株主総会

普通株式 215,438 40.00 2021年２月20日 2021年５月14日 利益剰余金

　 ２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末尾後とな

　 るもの

該当事項はありません。

　 当第２四半期累計期間（自 2022年２月21日 至 2022年８月20日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月11日
定時株主総会

普通株式 107,719 20.00 2022年２月20日 2022年５月12日 利益剰余金

　 ２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当にうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末尾後とな

るもの

該当事項はありません。
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日）および「収益認識に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日)(以下「収益認識会計基準等」という。）を第１四半期会

計期間の期首より適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交

換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。

（本人及び代理人取引に係る収益認識）

顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の総額を収

益として認識していましたが、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識する

方法に変更しております。なお、代理人取引による当該収益を売上高に計上しております。

（カスタマー・ロイヤリティ・プログラムに係る収益認識）

販売時にポイントを付与するカスタマー・ロイヤリティ・プログラムによる物品の販売については、従来は販売

時に収益を認識するとともに、付与したポイントのうち将来使用されると見込まれる額を引当金として計上する方

法によっておりましたが、当該ポイントが重要な権利を顧客に提供する場合、履行義務として識別し、収益の計上

を繰り延べる方法に変更しております。なお、識別した履行義務については、契約負債に計上しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計期

間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第２四半期累計期間の売上高は268,622千円、売上原価は188,798千円、売上総利益、営業総利益、

販売費及び一般管理費はそれぞれ79,823千円減少しており、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残高は23,123千円減少しております。

なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により

組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあり

ません。

３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。

　


